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地震動の距離減衰式について、2011年Mw9.0東北地方太平洋沖地震のような巨大地震の近地観測記録が得ら

れるようになって以降、既存のモデルを単純に適用するだけではモデルと観測値とのばらつきが大きい等の問

題点が指摘されてきた。主にこれは断層滑りが一様でないことに起因しており、特に研究対象とされる強震動

の殆どは、強震動生成域と呼ばれる断層面上の特定領域から放射された波で構成されている。従って、より不

確実性の小さい距離減衰式の構築のためには、そのような強震動生成域を基準とした距離減衰の特徴を調査す

る必要があることが指摘されている（e.g., Midorikawa et al., 2012; Goda & Atkinson, 2014）。既存の距離

減衰式では、対象とする地震の規模や断層面全体からの最短距離と言った、断層滑りが完了した後に分かる最

終的なパラメータに基づくため、東北地方太平洋沖地震に見られるような複数の強震動生成域に対して個別に

適用することは出来ない。このことに起因する予測値のばらつきは、断層面積が巨大になるほど無視できない

効果として現れてくる。また、地震動に関して全波動場シミュレーションが可能となった今日においても、断

層パラメータや構造に関する不確実性は大きく、従って巨大地震による強震動のシナリオ予則のために

も、個々の強震動生成域に対する距離や規模に基づき強震動が推定できる距離減衰式を求める必要がある。 

本研究では、2003年十勝沖地震、2011年東北地方太平洋沖地震の個別の強震動生成域に着目し、そのMwと

距離に基づくPGA及びPGVの距離減衰の特徴を調べる。用いる強震動生成域は、Kamae & Kawabe (2004)に

よるAsp-1、Kurahashi & Irikura (2013）によるSMGA1、SMGA3である。PGA及びPGVについて

は、K-NETおよびKiK-netの地表記録から、当該強震動生成域から到達した波群を走時に基づいて選び出

し、RotD50 (Boore, 2010)と水平二成分ベクトル振幅の最大値を採用する。基本となる距離減衰式は、強震動

生成域からの距離対してS波の幾何減衰を仮定し、Mw依存項、散乱・内部減衰に起因する距離減衰項、補正項

をパラメータとする基本的な形を用いている。また表面波の影響を避けるために強震動生成域からの距離が

400kmまでの観測点記録を用いる。モデル推定の結果、モデルに対するデータの対数標準偏差は

0.236-0.237の範囲内であり、求められたモデルはデータをよく説明できていると考える。また東北地方太平

洋沖地震に限ればPGAとPGVに対して、対数標準偏差は0.213と0.207であり、既存のモデルでは説明の難し

かったPGVのモデル化も出来ている。1/Qに相当する減衰項は0.007と推定され、Kanno et al. (2006)による

値、0.003-0.004よりも減衰が強い。これは、本研究では2003年十勝沖地震の記録数が全記録数の約4割を占

め、北海道下での上部マントルの強い減衰構造の影響が現れているためと考える。例えば、東北地方太平洋沖

地震のみの記録を用いた場合は、PGAとPGVについてそれぞれ0.0046と0.0019と低い値に求まる。Mwに関す

る依存項は、司・翠川(1999)やKanno et al. (2006)よりも大きく値が推定されているが、これは用いたデータ

セットにおける強震動生成域のMwの幅がMw7.5-7.8と狭く、十分に値が拘束されないためである。総じ

て、これまでの距離減衰式と比較可能なモデルパラメータは、合理的な値に求まっている。
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